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川口市戸塚環境センター施設整備基本構想・基本計画策定業務委託仕様書（案） 

１ 一般事項 

(1) 本委託業務は、本仕様書に基づき実施すること。 

(2) 受注者は、業務の実施にあたっては、関係法令及び本市条例を遵守すること。 

(3) 受注者は、業務の実施にあたっては、発注者と協議を行い、その意図や目的を十分

に理解した上で適切な人員配置のもとで進めること。 

(4) 受注者は、業務の進捗に関して、発注者に対して定期的に報告を行うこと。 

(5) 受注者は、本委託業務の一部を再委託する場合は、予め発注者に再委託業者選定報

告書を提出し、発注者の承認を得ること。 

(6) 本委託業務に関する発注者との打合せは、随時、川口市リサイクルプラザ内又は川

口市戸塚環境センター内で行うこと。 

(7) 受託者は、業務の実施に当たり、発注者から必要とする資料の作成を依頼されたと

きは、これに応じるものとする。

(8) 本仕様書は業務の遂行にあたって、基本的な内容について定めるものであり、本仕

様書に明記されていない事項であっても、本仕様書の目的達成のために必要な資料

及び書類または業務の性質上、当然必要と思われるものについては、受注者の責任

において、全てを補完しなければならない。

(9) 本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた事項については、速やかに発注者と協議

の上決定するものとする。 

(10)発注者では、戸塚環境センター施設整備基本構想・基本計画の策定にあたり、公益

社団法人全国都市清掃会議（以下、（公社）全国都市清掃会議という。）の技術支援

を受けている。このため、（公社）全国都市清掃会議の技術指導を受けて本業務委託

を遂行するものとする。 

２ 業務の名称 

  川口市戸塚環境センター施設整備基本構想・基本計画策定業務委託 

３ 業務の目的 

  本業務は、本市が川口市戸塚環境センター（川口市大字藤兵衛新田 290、51,865.8 ㎡）

の焼却処理施設及び粗大ごみ処理施設の更新等に係る戸塚環境センター施設整備基本

構想（以下、「基本構想」という。）及び戸塚環境センター施設整備基本計画（以下、「基

本計画」という。）を策定するにあたり、基本構想及び基本計画の策定に必要な資料作

成等の技術的支援、事業方式導入可能性調査、各種会議の技術的支援及び本市全体の廃

棄物処理システムの検討を行うものである。 

４ 履行期間 

  本業務の履行期間は、契約締結の日から平成３０年３月３１日までとする。 
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５ 納品場所 

  川口市朝日４－２１－３３ 川口市役所 環境部 環境施設課 

６ 業務内容 

(1) 基本構想・基本計画策定の技術的支援に関すること 

(2) 事業方式導入可能性調査に関すること 

(3) 会議等の技術的支援に関すること 

(4) 廃棄物処理システムの検討に関すること 

7 業務内容の詳細について 

(1) 基本構想・基本計画策定の技術的支援に関すること 

以下の観点に留意し、基本的な条件や情報を整理し、基本構想及び基本計画の策

定に資する資料を作成すること。なお、基本構想については施設整備に係る基本方

針等の基本的事項を、基本計画については基本構想を具体化する事項を定めること

を想定している。 

①計画条件の整理 

ア 川口市の現状（地理・地形、人口動態・分布、都市形態の動向、土地利用状

況、将来計画等） 

イ 上位計画との整合性 

ウ ごみ処理の状況（廃棄物処理システム、現施設の状況、ごみ処理量、事業用

地等） 

エ 廃棄物処理の動向（処理技術の動向、関係法令、社会的要求事項、技術的事

項、運営形態、他市の整備状況等） 

オ ごみ排出量及びごみ質（実績、予測） 

②戸塚環境センター施設整備の検討 

ア 戸塚環境センター施設整備の基本コンセプト 

イ 焼却処理施設の更新（施設整備の実施方針、基本条件の設定、処理方式の比

較・検討、公害防止計画、余熱利用計画、最終処分計画等） 

ウ 粗大ごみ処理施設の更新（施設整備の実施方針、処理方式の比較・検討、公

害防止計画等） 

エ 地域還元施設の整備 

オ 関連施設の整備等（旧戸塚環境センター東棟（旧焼却処理施設）の解体、既

存粗大ごみ処理施設の解体、戸塚収集事務所の移転、収集車庫の移転、戸塚環

境センター西棟（現焼却処理施設）への仮設スロープの設置、特高変電所の移

設、現厚生会館（余熱利用施設）の取り扱い、その他必要な施設（給油所、ス

トックヤード、計量棟等）の整備） 

カ 施設の移行計画等（配置計画、動線計画、造成計画、排水計画、ゾーニング、

現焼却処理施設及び現粗大ごみ処理施設の廃止計画、景観計画等） 
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キ 敷地内埋設廃棄物の対策 

  ⅰ 埋設廃棄物の調査方法の検討及び整理 

  ⅱ 関係法令の整理 

  ⅲ 埋設廃棄物の対策に関する検討及び整理 

③費用計画及び財源計画の作成 

④事業化手法の検討（「(2)事業方式導入可能性調査に関すること」に基づき整理） 

⑤施設整備スケジュールの策定（事務手続き、建設工事、解体工事等） 

   ⑥その他必要な事項 

(2) 事業方式導入可能性調査に関すること 

事業方式導入可能性調査は、以下の観点に留意し、検討すること。 

①業務内容・業務範囲の整理 

    ア 事業方式導入の基本的考え方（基本構想及び基本計画に基づく整理、先進事

例の状況把握） 

    イ 事業スキームの検討（法的条件の整理、支援措置の検討、対象業務範囲の設

定、官民の役割分担、事業期間の設定、想定される事業スキーム） 

ウ リスク分担の検討（リスク分担の考え方、リスク分担の設定） 

②民間事業者意向調査 

ア 事業方式に対する民間事業者の参入意欲調査 

イ 参入意欲調査の結果検証 

③経済性検討 

ア 総事業費の算出 

イ ＶＦＭの評価 

ウ 事業成立シミュレーション 

④事業手法の総合評価 

ア 事業評価 

イ 事業実施における事業過程と課題 

ウ 事業実施における事業の監視方法（モニタリング） 

   ⑤その他必要な事項 

(3) 会議等の技術的支援に関すること 

①審議会の技術的支援 

審議会（委員総数１５名以内、うち学識経験者は２名）の開催は、履行期間中

に１０回程度を想定している。 

ア 審議会の運営にあたり、必要に応じて専門的・技術的支援を行うこと。 

イ 審議会への提出資料作成、審議会への出席及び会議録の作成行う。 

②庁内検討委員会の技術的支援 

庁内検討委員会（職員で構成）は、必要に応じて専門部会（最大３部会）を設

置するものとし、履行期間中１５回程度の開催を想定している。 
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ア 庁内検討委員会の運営にあたり、必要に応じて専門的・技術的支援を行うこ

と。 

イ 庁内検討委員会への提出資料の作成、会議への出席及び会議録の作成を行う

こと。 

③基本構想及び基本計画に関するパブリック・コメントの実施支援、資料・回答の

作成 

ア 基本構想策定前及び基本計画策定前にパブリック・コメントの実施を予定し

ているため、その実施支援、資料・回答の作成を行うこと。 

④住民説明会の実施支援、資料・会議録作成 

住民説明会は、履行期間中１２回程度の開催を想定している。 

ア 住民説明会への提出資料作成、出席、会議録作成を行うこと。 

(4) 川口市における廃棄物処理システムの検討に関すること 

    川口市における望ましい廃棄物処理システムについて、戸塚環境センターの整備を

踏まえて検討し、報告書を作成すること。 

８ 作業報告など 

  業務の進捗状況などについては、適宜、本市担当者に報告し、必要に応じて報告書等

を提出すること。 

９ 業務の完了 

  本委託業務の完了は、本仕様書の各項目の業務内容について作業等を行い、所定の成

果品等を提出し、検査に合格したときをもって完了とする。 

10 業務の作業中及び完了後の措置 

  本委託業務の一部変更や業務に直接付随する事項等に追加が生じた場合は、その都度

適宜対応を図ることとする。また、業務の完了後に誤り等が発見された場合には、直ち

に修正及び追加を行うこととする。 

11 秘密の保持と中立性の義務 

  受注者は、本業務によって知り得た事項を発注者の許可なしに第三者に漏らしてはな

らない。また、コンサルタントとしての中立性を厳守しなければならない。 

12 連絡及び調整 

(1)受注者は、本委託業務に係わって、市から中間報告や打ち合せ等について連絡を受

けた場合には、直ちに対応するものとする。また、受注者は、本委託業務を遂行す

るにあたり、関係機関との調整を図るとともに、経験と専門知識を有する実務者を

必要に応じて参加させ、本委託業務に責任をもって円滑に進めるものとする。 

 (2)受注者は、協議・打合せに際し、議事録を作成し発注者に提出しなければならない。 
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13 成果品の提出 

(1)成果品 

① 検討会議及び庁内検討委員会の会議提出資料（必要部数）、会議録 

※検討会議資料は、原則として開催日の５日前までに用意すること。会議録は 

原則として検討会議終了後１０日後までに提出すること。資料及び会議録は、

紙とともに電子データ（マイクロソフト社ワードによる）を提出すること。  

② 廃棄物処理システムの報告書（必要部数） 

③ 基本構想の概要版及び本編・資料編（A4 カラー製本各 100 部、加除式 1 部） 

④ 基本計画の概要版及び本編・資料編（A4 カラー製本各 100 部、加除式 1 部） 

⑤ 事業方式導入可能性調査報告書の概要版及び本編・資料編（A4 カラー製本各 50 部、

加除式１部） 

⑥ 外見パース（3 枚） 

⑦ 作成資料及び③～⑦に係る電子データ等一式（電子データは CD-ROM 又は DVD-ROM、

図面は CAD データについても提出） 

(2)納入時期 

成果品は、発注者と協議の上で、それぞれ定められた時期までに遅滞なく提出す

ること。 

なお、上記④及び⑤の案については、パブリック・コメント手続きを行う時期を

考慮し提出すること。 

(3)成果品の帰属 

成果品及びその他の資料等は、本市に帰属するとともに、許可なく複製及び他に

公表してならない。 

14 支払い方法 

  契約金額の支払い方法は、消費税を除いた契約金額を契約締結月から完了月までの月

数で除した月額に基づき年額を算出し、平成２８年度分については年度末に、平成２９

年度分については、完了検査合格後に残額を一括払いとする。 


